













































































































 「日本の社会資本 2012」での推計値を利用して今回実施した具体的な推計方法は以下の通りである。 












以降、2059年度までの 50 年間の部門毎の更新投資額を推計した。 



























いる 2009 年時点での粗資本ストック額でみると総額 785 兆円となっている。これは、現時点で全ての
社会資本ストックを一括して更新すると 785兆円必要であることを示している。 
 粗資本ストック額の分野別の構成比は図２の通りである。道路が 32%を占め、突出して大きな割合を




 2009 年までが新設改良費の実績であるが、1953 年には、6,479 億円であった新設改良費（災害復旧
 6 
費を調整加算後）は、1958 年に 1 兆円、1971 年には 10 兆円を超え、1980 年代前半に横ばいとなった
ものの再び増加、1987年には 20兆円を超え、1995年から 1998年の間が略 30兆円でピーク水準に達し
ている。その後、減少となり、2005 年に 20 兆円を下回る状況が続き、2009 年では 17 兆円となってい
る。 



























































でいないため 2010 年では 5 兆円という水準となっているが、道路や文教施設等の建築物の耐用年数は
50年程度としていることから、およそ 1960年以降の社会資本ストック蓄積状況を反映して更新費の推
計値のグラフは増加・減少のカーブを描く。2017年に 10兆円を、2033年に 20兆円を超え、2043年に
28兆円でピークとなり、その後 2048年まで 25兆円を超える状況が続いた後、減少となっている。 







は、2010年の 18兆円から、2014年には 20兆円を、2027年には 30兆円を超え、2043年に 40兆円でピ
ークとなり、その後減少している。 




  財政制約ラインとしての 2009 年度公的総固定資本形成額である 22 兆８千億円と対比すると、更新
費のみの推計値は、図３のように 2036 年度から 2049 年度までの 14 年間は超過してしまうが、大部分
の期間は財政制約ラインを下回っている。財政制約ラインに対して、更新費の推計期間である 50 年間
合計で 238 兆 7 千億円、年平均では、4 兆 8 千億円下回る結果となっている。 
 一方、新設にかかる費用を加算した推計値については、2017 年度より財政制約ラインを上回り、そ





間が多くなっており、更新費＋新設費の推計期間である 50 年間合計で 400 兆 8 千億円、年平均で 8 兆
円財政制約ラインを上回る結果となっている。 
 
４． 考察、今後の課題  



















(1)「日本の社会資本 2012」で推計されている粗資本投資額等のデータの範囲外である 1953 年以前の
資本ストックに関する更新費用等は推計対象外としている。 
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Future social capital stock of financial affordability on the update cost. 
Social capital across Japan's aging has become the big issue. By estimates and to maintain the 
present social capital stock renewal costs compare to the present social capital investments 
throughout Japan for aging social capital confirms financial affordability. Is leveling the 
financial burden regarding establishment of investment with 480 billion yen, according to the 
trial results. 
 
